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署名議員 

 

 

 

署名議員 

 



 

議 案 目 次 

 

報告第１号   令和７年度健全化判断比率及び資金不足比率について 

認定第１号   令和７年度江差町一般会計歳入歳出決算の認定について 

認定第２号   令和７年度江差町国民健康保険費特別会計歳入歳出決算の認定に 

ついて 

認定第３号   令和７年度江差町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定に 

ついて 

認定第４号   令和７年度江差町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

認定第５号   令和７年度江差町公設地方卸売市場事業特別会計歳入歳出決算の 

認定について 

認定第６号   令和７年度江差町港湾整備事業特別会計歳入歳出決算の認定に 

ついて 

認定第７号   令和７年度江差町奨学金特別会計歳入歳出決算の認定について 

認定第８号   令和７年度江差町水道事業会計決算の認定について 

認定第９号   令和７年度江差町公共下水道事業会計決算の認定について 

 

決定第１号  議席の指定について ········································································ Ｐ １ 

決定第２号  常任委員会委員の選任について ························································· Ｐ ３ 

決定第３号  議会広報特別委員会委員の選任について ············································· Ｐ ５ 

承認第１号  令和８年度江差町一般会計補正予算（第５号）の専決処分の承認を求め       

ることについて ···················································· Ｐ ７ 

承認第２号  令和８年度江差町一般会計補正予算（第６号）の専決処分の承認を求め

ることについて ···················································· Ｐ２１ 

議案第１号  江差町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について ·························· Ｐ３３ 

議案第２号  江差町家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業の設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例について ···················· Ｐ３９ 

議案第３号  令和８年度江差町一般会計補正予算（第７号）について ··············· Ｐ４３ 

議案第４号  令和８年度江差町介護保険特別会計補正予算（第１号）について ······· Ｐ６３ 

議案第５号  令和８年度江差町公設地方卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）に

ついて ··························································· Ｐ７５ 

同意第１号  教育委員会委員の任命について ····································· 別 冊 

同意第２号  監査委員の選任について ··········································· 別 冊 

同意第３号  固定資産評価審査委員会委員の選任について ························· 別 冊 

 

報
告
第
１
号
、
認
定
第
１
号
か
ら
第
９
号
は
別
冊 



決定第１号 

 

議席の指定について 

 

議席を次のとおり指定するものとする。 

 

記 

 

１番   池 内 卓 也 

 

 

 

令和８年９月９日提出 

 

江差町議会議長 萩 原   徹 
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決定第２号 

 

常任委員会委員の選任について 

 

江差町議会委員会条例第５条の規定により、常任委員会委員を次のとおり選任するものとする。 

 

記 

 

１．社会文教常任委員会委員   池 内 卓 也 

 

 

 

令和８年９月９日提出 

 

江差町議会議長 萩 原   徹 
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決定第３号 

 

議会広報特別委員会委員の選任について 

 

江差町議会委員会条例第５条の規定により、議会広報特別委員会委員を次のとおり選任するものとす

る。 

 

記 

 

１．議会広報特別委員会委員   池 内 卓 也 

 

 

 

令和８年９月９日提出 

 

江差町議会議長 萩 原   徹 
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承認第１号 

 

   令和８年度江差町一般会計補正予算（第５号）の専決処分の承認を求めることについて 

 

 令和８年度江差町一般会計補正予算（第５号）について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

 

  令和８年９月９日提出 

 

江差町長 照井 誉之介 

 

   提案理由 

令和８年７月７日告示、同月１２日執行の江差町長選挙に現職江差町議会議員が出馬することに伴っ

て、公職選挙法第１１３条第３項の規定に基づき、１名欠員による便乗補欠選挙を執り行うこととなり、

選挙に係る事務及び物品調達を早急に進める必要性から、所要の経費を専決処分したことについて、議

会の承認を求める必要があるため。 

  

-7-



 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、令和８年度江差町一般会計補正予算を次のとおり専決

処分する。 

 

令和８年６月１６日 

江差町長 照井 誉之介 

 

 

令和８年度江差町一般会計補正予算（第５号） 

 

 令和８年度江差町一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、それぞれ３，１５２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ８，０５３，６８２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分毎の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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（単位：千円）

款 目 国庫支出金 道支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

総務費
江差町議
会議員選
挙費

江差町議会議員補欠選挙 3,152 3,152

3,152 3,152計

令和８年度　一般会計補正予算構成表

科目
事業名 補正額

財源内訳
備考
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第１表　歳入歳出予算補正
歳  入 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

18繰 越 金

 1繰 越 金

63,605

63,605

8,050,530

3,152

3,152

3,152

66,757

66,757

8,053,682
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歳  出 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 2総 務 費

 4選 挙 費

3,082,887

17,249

8,050,530

3,152

3,152

3,152

3,086,039

20,401

8,053,682
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歳入歳出補正予算事項別明細書
（１）総括

（歳入）
単位：千円

款 　 計 　補 正 額補 正 前 の 額

歳 入 合 計

１８ 繰 越 金 63,605

8,050,530

3,152

3,152

66,757

8,053,682

-12-



（歳出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国道支出金

歳 出 合 計

　 計 　補正前の額 補 正 額

 2総 務 費 3,082,887

8,050,530

3,152

3,152

3,086,039

8,053,682 0 0 0

3,152

3,152

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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目

款

項

（２）歳入

補 正 前 の 額 補 正 額  計  

18 繰越金                        

  1 繰越金                       

   1 繰越金

     歳     入     合     計

63,605

63,605

63,605

8,050,530

3,152

3,152

3,152

3,152

66,757

66,757

66,757

8,053,682
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 1 前 年 度 繰 越 金 3,152
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

（３）歳出

国道支出金

  

補正前の額

  

  

補 正 額

  

 計  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

 2 総務費         

  4 選挙費        

   3 江差町議会議
     員選挙費     

　歳　出　合　計　

3,082,887

17,249

0

8,050,530

3,152

3,152

3,152

3,152

3,086,039

20,401

3,152

8,053,682 0 0 0

3,152

3,152

3,152

3,152
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 1 

 3 

 7 

10 

12 

15 

18 

報 酬

職 員 手 当 等

報 償 費

需 用 費

委 託 料

原 材 料 費

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金

41

552

169

436

394

200

1,360

選挙立会人報酬                              

一般職                                      
　時間外勤務手当                         504
　管理職特別勤務手当                      48

選挙チラシ配布謝礼                          

消耗品費                                 136
印刷製本費                               300

ポスター掲示場作成                          

ポスター掲示場作成材料                      

選挙運動公費負担                            
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（４）給与費明細書
１．特別職

期末手当
（千円）

年間支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
8,129
4.65

5,563
2.525

8,129
4.65

5,563
2.53

２．一般職
（１）総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員

報 酬 給 料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

98 408,201 291,780 699,981 139,876 839,857

552 552 552

98 408,201 292,332 700,533 139,876 840,409

扶養手当 寒冷地手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外手当 通勤手当 住居手当 児童手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10,070 8,349 96,548 74,600 12,867 26,174 2,898 6,535 6,720

504

10,070 8,349 96,548 74,600 12,867 26,678 2,898 6,535 6,720

宿直手当 特殊勤務手当 管理職員特別勤務手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円）

47,019

48

48 47,019

　イ　会計年度任用職員

報 酬 給 料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

100 103,683 115,438 66,609 285,730 54,189 339,919

100 103,683 115,438 66,609 285,730 54,189 339,919

扶養手当 寒冷地手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外手当 通勤手当 住居手当 児童手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

24,632 18,359 2,214 2,630 1,380

24,632 18,359 2,214 2,630 1,380

宿直手当 特殊勤務手当 管理職員特別勤務手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円）

13,573

13,573

区 分
職 員 数

給 与 費

共済費 合　計
報　酬 給　料 地域手当

寒冷地
手当

その他
の手当

計

補

正

前

長 等 3 20,976 323 29,428

その他の特
別 職

298 16,903 16,903

6,128 35,556

議 員 12 26,436 31,999 6,692 38,691

16,903

計 313 43,339 20,976 13,699 323 78,330 12,820 91,150

補

正

額

長 等

その他の特
別 職

4 41

41

議 員

41

41 41

補

正

後

長 等 3 20,976

計 4 41

38,691

その他の特
別 職

302

323 29,428 6,128 35,556

議 員 12 26,436 31,999 6,692

323 78,371 12,820

16,944

91,191

16,944 16,944

補 正 前

計 317 43,380 20,976 13,699

補 正 額

補 正 後

区 分
職員数

給 与 費
共済費 合　計

備　　考

補 正 前

補 正 額

補 正 後

備　　　考

補 正 前

補 正 額

補 正 後

区 分
職員数

給 与 費
共済費 合　計

備　　考

職

員

手

当

の

内

訳

区分

補 正 前

補 正 額

補 正 後

区 分

備　　　考

補 正 前

補 正 額

補 正 後

職

員

手

当

の

内

訳

区分

補 正 前

補 正 額

補 正 後

区 分
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

江差町議会議員補欠選挙
に係る職員手当

・時間外勤務手当　　 504
・管理職特別勤務手当　48

備　　　　考
（千円）

そ の 他 の
増 減 分

説　　　明

職 員 手 当 552

給 与 改 定 に
伴 う 増 減 分

区　分
増減事由別内訳

552

給 料
昇 給 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

-19-



-20-



承認第２号 

 

   令和８年度江差町一般会計補正予算（第６号）の専決処分の承認を求めることについて 

 

 令和８年度江差町一般会計補正予算（第６号）について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１７９条第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

 

  令和８年９月９日提出 

 

江差町長 照井 誉之介 

 

   提案理由 

７月からの低気圧による大雨の影響により町内海岸線に漂着した流木等について、再流出による漁船

等被害防止のため、今後の盛漁期前に対策を講じる必要性から、所要の経費を専決処分したことについ

て、議会の承認を求める必要があるため。 

  

-21-



 

専 決 処 分 書 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、令和８年度江差町一般会計補正予算を次のとおり専決

処分する。 

 

令和８年８月２４日 

江差町長 照井 誉之介 

 

 

令和８年度江差町一般会計補正予算（第６号） 

 

 令和８年度江差町一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、それぞれ４，２３５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ８，０５７，９１７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分毎の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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（単位：千円）

款 目 国庫支出金 道支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

農林水産
業費

水産業総
務費

海岸漂着物緊急対策事業 4,235 3,388 847

4,235 3,388 847計

令和８年度　一般会計補正予算構成表

科目
事業名 補正額

財源内訳
備考
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第１表　歳入歳出予算補正
歳  入 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

10

14

18

地 方 交 付 税

道 支 出 金

繰 越 金

 1

 2

 1

地 方 交 付 税

道 補 助 金

繰 越 金

2,694,827

2,694,827

323,989

75,693

66,757

66,757

8,053,682

600

600

3,388

3,388

247

247

4,235

2,695,427

2,695,427

327,377

79,081

67,004

67,004

8,057,917
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歳  出 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 6農 林 水 産 業 費

 3水 産 業 費

244,248

33,935

8,053,682

4,235

4,235

4,235

248,483

38,170

8,057,917
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歳入歳出補正予算事項別明細書
（１）総括

（歳入）
単位：千円

款 　 計 　補 正 額補 正 前 の 額

歳 入 合 計

１０

１４

１８

地 方 交 付 税

道 支 出 金

繰 越 金

2,694,827

323,989

66,757

8,053,682

600

3,388

247

4,235

2,695,427

327,377

67,004

8,057,917
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（歳出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国道支出金

歳 出 合 計

　 計 　補正前の額 補 正 額

 6農 林 水 産 業 費 244,248

8,053,682

4,235

4,235

248,483

8,057,917

3,388

3,388 0 0

847

847

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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目

款

項

（２）歳入

補 正 前 の 額 補 正 額  計  

10 地方交付税                    

  1 地方交付税                   

   1 地方交付税

14 道支出金                      

  2 道補助金                     

   2 衛生費道費補助金

18 繰越金                        

  1 繰越金                       

   1 繰越金

     歳     入     合     計

2,694,827

2,694,827

2,694,827

323,989

75,693

18,510

66,757

66,757

66,757

8,053,682

600

600

600

3,388

3,388

3,388

247

247

247

4,235

2,695,427

2,695,427

2,695,427

327,377

79,081

21,898

67,004

67,004

67,004

8,057,917
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 1 

 1 

 1 

地 方 交 付 税

保 健 衛 生 費 補 助 金

前 年 度 繰 越 金

600

3,388

247

特別交付税                                  

北海道海岸漂着物地域対策推進事業補助        
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

（３）歳出

国道支出金

  

補正前の額

  

  

補 正 額

  

 計  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

 6 農林水産業費   

  3 水産業費      

   1 水産業総務費

　歳　出　合　計　

244,248

33,935

7,652

8,053,682

4,235

4,235

4,235

4,235

248,483

38,170

11,887

8,057,917

3,388

3,388

3,388

3,388 0 0

847

847

847

847
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

12 委 託 料 4,235 海岸漂着物緊急対策（流木等押上処分）        
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議案第１号 

 

   江差町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 

の一部を改正する条例について 

 

 

 江差町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を、 

次のように改正するものとする。 

 

令和８年９月９日提出 

 

江差町長 照井 誉之介 

 

提案理由 

 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）の一部施行に伴い、国家戦略特別区域

法（平成２５年法律第１０７号）に基づく国家戦略特別区域小規模保育事業を廃止し、満３歳以上限定

小規模保育事業の創設に関する基準の整備等を行うもの。 
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江差町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例 

 

江差町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成２６年条

例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 

第２条第６号中「小規模保育事業」を「満３歳未満等小規模保育事業」に改め、「規定する小規模保

育事業」の次に「（同項第３号に掲げる事業を除く。）」を加え、同号の次に次の１号を加える。 

（６）の２ 満３歳以上限定小規模保育事業 児童福祉法第６条の３第１０項に規定する小規模保

育事業（同項第３号に掲げる事業に限る。）をいう。 

 

第２条第１１号の次に次の３号を加える。 

（１１）の２ 教育認定子ども 法第２７条第１項に規定する教育認定子どもをいう。 

（１１）の３ 満３歳以上保育認定子ども 法第２７条第１項に規定する満３歳以上保育認定子ど

もをいう。 

（１１）の４ 保育認定子ども 法第２９条第２項に規定する保育認定子どもをいう。 

 

第６条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教

育認定子ども」に改め、同条第３項中「同条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども又は満３歳未満保育認定子ども（特定

満３歳以上保育認定子どもを除く。）」に改める。 

 

第７条第２項中「法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども」を「保育認定子ども」に改める。 

 

第１３条第４項第３号ア（ア）中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同号ア（イ）中「法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改

め、同号イ（ア）中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子ども」を「教育認定子ども」に改め、同号イ（イ）中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改める。 

 

第２０条第７号中「及び第３項」を削り、「選考の方法」を「選考方法及び同条第３項に規定する選

考の方法」に改める。 

 

第２５条中「幼稚園」を「学校教育法第１条に規定する幼稚園」に、「学校教育法」を「同法」に改

める。 

 

第２９条第１項中「という。)、教育・保育施設若しくは地域型保育」を「という。)、教育・保育

施設（法第７条第４項に規定する教育・保育施設をいう。次項において同じ。）若しくは地域型保育
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（法第７条第５項に規定する地域型保育をいう。次項及び第３９条第５項において同じ。）」に改め

る。 

 

第３５条第１項及び同条第２項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第２項中「同条第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」を「満３歳以上保育認定子どもの総数」

に、同条第３項中「「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とある

のは「同号又は同条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」」を

「「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」と、「同号」とあ

るのは「同条第２号」」に、「同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を除く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」を

「同条第４項第３号イ（ア）中「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども（特別利用保育を受

ける者を除く。）」と、同号イ（イ）中「満３歳以上保育認定子ども」とあるのは「満３歳以上保育認

定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」に改める。 

 

第３６条第１項及び同条第２項中「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第２項中「同条第１号に掲

げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」を「教育認定子どもの総数」

に、同条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限

る。以下この項において同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用教育を提供している施

設に限る。以下この項において同じ。）」と、」を加え、「「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」を「「教育認定子ども」とあるのは「教育認定子ども又は満３歳以上

保育認定子ども」に、「利用定員」の次に「の総数」を加え、「同条第４項第３号イ（ア）中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」

と、同号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用教育を受ける者を除く。）」を「同条第４項第３号イ（ア）中「教育認定子ども」とあるのは「教育

認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中「満３歳以上保育認定子ども」

とあるのは「満３歳以上保育認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」に改める。 

 

第３７条第１項中「同項」を「第４２条第３項」に、「同条」を「同省令第２７条」に改め、同条第

２項を次のように改める。 

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業を行

う者をいう。以下同じ。）を除く。）は、次の各号に掲げる地域型保育事業の区分に応じ、当該地域

型保育事業を行う事業所ごとに、当該各号に定める利用定員を、満１歳に満たない小学校就学前子

どもと満１歳以上の小学校就学前子どもに区分して定めるものとする。 

（１） 家庭的保育事業、満３歳未満等小規模保育事業及び居宅訪問型保育事業法第１９条第３号

に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員 

（２） 事業所内保育事業 法第４３条第３項に規定する労働者等監護満３歳未満小学校就学前子

どもに係る利用定員及びその他の法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員 
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第３７条に次の１項を加える。 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、満３歳以上限定小規模保

育事業を行う事業所ごとに、法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員を定め

るものとする。 

 

第３９条第２項中「特定地域型保育事業者」を「特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保

育事業者を除く。）」に、「この章」を「この章（第４３条第１項を除く。）」に改め、同条第４項中「満

３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中「前

項に規定する場合においては、」を「前２項の」に、「同項」を「前２項」に改め、同項を同条第４項

とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は利用の申込みに係る法第 

１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもの数及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３

歳以上保育認定子どもの総数が、当該特定地域型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、法第２０条第４項の規定による認定に基づ

き、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳

以上保育認定子どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。 

 

第４０条第２項及び第４１条中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改める。 

 

第４２条第１項第１号中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子ども」に改め、同項第３号

中「当該特定地域型保育事業者により特定地域型保育」を「当該特定地域型保育事業者（満３歳以上

限定小規模保育事業者を除く。第６項、第７項、第１１項及び第１２項において同じ。）により特定地

域型保育（満３歳以上限定小規模保育を除く。第６項、第７項及び第１２項において同じ。）」に、「小

学校就学前子ども」を「法第１９条第３号に掲げる小学校就学前子ども」に、「以下この号及び第６項

第１号」を「第６項第１号」に改め、同条第７項各号列記以外の部分中「ものに限る。）」の次に「又

は満３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を加え、同条第１１項を第１２項とし、第８項から

第１０項までを１項ずつ繰り下げ、第７項の次に次の１項を加える。 

８ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。）は、第１項本文の規定にかか

わらず、連携施設の確保に当たつて、同項第３号に係る連携協力を求めることを要しない。 

 

第４３条第１項中「保護者」の次に「（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者

に限る。）」を加える。 

 

第４６条第７号中「第３９条第２項に規定する選考の方法」を「第３９条第２項及び第３項に規定

する選考の方法」に改める。 

 

第４７条第１項及び第２項並びに第４９条第２項中「満３歳未満保育認定子ども」を「保育認定子

ども」に改める。 
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 第５０条第１項を次のように改める。 

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及

び第２３条から第３３条までの規定は、特定地域型保育事業者、特定地域型保育事業所及び特定地

域型保育について準用する。この場合において、第１１条中「教育・保育給付認定子どもについ

て」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（教育認定子どもを除く。以下この節において同じ。）

について」と、第１４条第１項中「施設型給付費（法第２７条第１項の施設型給付費をいう。以下

とあるのは、「地域型保育給付費（法第２９条第１項の地域型保育給付費をいう。以下この項及び第

１９条において」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「特

定教育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」と、第１９条中「施設型給付

費」とあるのは「地域型保育給付費」と、第２５条中「各号（幼保連携型認定こども園である特定

教育・保育施設の職員にあつては、認定こども園法第２７条の２第１項各号、学校教育法第１条に

規定する幼稚園である特定教育・保育施設の職員にあつては、同法第２８条第２項において準用す

る認定こども園法第２７条の２第１項各号）」とあるのは「各号」と読み替えるものとする。 

 

第５１条第１項中「特定地域型保育事業者が法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」を「特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者を除

く。以下この条において同じ。）が教育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１９条第１号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に、「次条第１

項」を「第５２条第１項」に、「法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第３項中「をいう。次条第３項にお

いて同じ。)を「をいう。次条第３項及び第５２条第３項において同じ。)」に、「前節（第４０条第２

項」を「この章（第３７条第３項、第３９条第３項及び第４０条第２項」に、「第５０条」を「前条」

に、「を含む。次条第３項において同じ。)」を「を含む。第５２条第３項において同じ。)」に、「こ

の章」を「この章（第４３条第１項を除く。）」に、「同号又は同条第３号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する

場合にあつては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」を「教育認定子ども及び満３歳未満保育認定子ど

も（特定満３歳以上保育認定子どもを除き、第５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合にあつては、当該特定利用地域型保育の対象となる満３歳以上保育認定子どもを含む。）」

に、「「同号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「同条第３号に掲げる小学校就学前子ども」」を

「「同号」とあるのは「法第１９条第３号」」に、「第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」を

「第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付

認定保護者に限る。）」に、「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子ども」を「教育認定子ども」に、「同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」」を「同条第

５項中「前各号」とあるのは「第２項から第４項まで」」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

第５１条の２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者に限る。以下この条にお

いて同じ。）が教育認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供する場合には、法第４６条第１項に規

定する地域型保育事業の許可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、当

該特別利用地域型保育に係る教育認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用している満３歳
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以上保育認定子どもの総数が、第３７条第３項の規定により定められた利用定員の数を超えないも

のとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、特定地

域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含

むものとして、この節（第３７条第２項、第３９条第２項及び第４０条第２項を除き、第５０条に

おいて準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条

まで及び第２３条から第３３条までを含む。）の規定を適用する。この場合において、第３９条第３

項中「第１９条第２号」とあるのは、「第１９条第１号」と、「満３歳以上保育認定子ども」とある

のは、「教育認定子ども又は満３歳以上保育認定子ども」と、「同号」とあるのは、「法第１９条第２

号」と、「法第２０条第４項の規定による認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案

し、保育を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよ

う、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保

育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中「教

育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」

とあるのは、「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる教育認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは、「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同

条第３項中「前２項」とあるのは、「前項」と、同条第４項中「前３項」とあるのは、「前２項」

と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げ

るものを除く。）に要する費用」と、同条第５項中「前４項」とあるのは「前３項」とする。 

 

 第５２条第１項中「特定地域型保育事業者が法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども」を「特定地域型保育事業者（満３歳以上限定小規模保育事業者を除

く。以下この条において同じ。）が満３歳以上保育認定子ども」に改め、同条第２項中「法第１９条第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子

ども」に、「同条第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３

歳未満保育認定子ども」に、「前条第１項」を「第５１条第１項」に、「法第１９条第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「教育認定子ども」に改め、同条第３項

中「第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」」を「第４３条第１項中「教育・保育給付認定保

護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」」に、「法第１９条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」を「満３歳以上保育認定子ど

も」に、「「法第２９条第３項第２号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の市町村が定

める額」と、」を削り、「令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子どもをいう」を「特

定満３歳以上保育認定子どもを除く」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２号 

 

   江差町家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例について 

 

 江差町家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を、次のように改正するものとする。 

 

令和８年９月９日提出 

 

江差町長 照井 誉之介 

 

提案理由 

 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）の一部の施行及び児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準等の一部を改正する内閣府令（令和８年３月１６日内閣府令第１０号）並びにこ

ども性暴力防止法の施行（令和８年１２月２５日）に伴い、江差町家庭的保育事業等又は乳児等通園支

援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例を改正するもの。 

  

-39-



江差町家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を 

定める条例の一部を改正する条例 

 

江差町家庭的保育事業等又は乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 

２６年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

 

第６条第１項第３号中「事業者等」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者を除く。第６項及び

第７項において同じ。）」を加え、同条第７項各号列記以外の部分中「ものに限る。）」の次に「又は満

３歳以上限定小規模保育事業を行う事業所」を加える。 

 

第１３条を次のように改める。 

（児童対象性暴力等の防止） 

第１３条 家庭的保育事業者等は、法第３４条の１６第４項において準用する法第２１条の５の１８

第４項の規定に基づき、児童対象性暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対

象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（令和６年法律第６９号）第２条第２項に規定する

児童対象性暴力等をいう。以下この条において同じ。）を防止し、及び児童対象性暴力等が行われた

場合に利用乳幼児を適切に保護するため、児童等対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に従事

する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児に接するものをいう。）

に係る犯罪事実確認（同法第４条第１項に規定する犯罪事実確認をいう。）その他の必要な措置を講

じなければならない。 

 

第１８条第６号中「定員」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業者にあつては、満３歳以上の幼

児の利用定員）」を加える。 

 

第２７条中「Ｂ型」及び「Ｃ型」の次に「（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）」を加える。 

 

第２９条第２項第３号中「法第６条の３第１０項第２号」の次に「又は第３号」を加え、同条第３

項中「保健師」の次に「、看護師」を、「又は」の次に「准」を、「看護師」の次に「（以下「看護師

等」という。）」を加え、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たつては、当該小規模保育事業所Ａ型に勤務する理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、心理担当職員（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定に

よる大学（短期大学を除く。）若しくは大学院において、心理学を専修する学科、研究科若しくはこ

れに相当する課程を修めて卒業した者であつて、個人及び集団心理療法の技術を有するもの又はこ

れと同等以上の能力を有すると認められる者をいう。）又は障害児の療育に関する知識及び経験を有

する者であつて、障害児の療育の指導を行う業務に５年以上従事した経験を有するもののいずれか

に該当し、かつ、子育てに関する知識及び経験を有する者（以下「特定理学療法士等」という。）

を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育を行うに当

たつては、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（北海道が認定地方公共団体である場合には、保育

士又は北海道の区域に係る地域限定保育士をいい、附則第７条又は第８条の規定により保育士とみ

なされる者を除く。次項において同じ。）による支援を受けることができる体制を確保しなければな

らない。 
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５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護

師等が保育を行うに当たつて、当該小規模保育事業所Ａ型の保育士（前項ただし書の規定による支

援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

 

第３１条第３項中「保健師又は看護師」を「看護師等」に改め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たつては、当該小規模保育事業所Ｂ型に勤務する特定理

学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等が保育

を行うに当たつては、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（北海道が認定地方公共団体である場合

には、保育士又は北海道の区域に係る地域限定保育士をいう。次項において同じ。）による支援を受

けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護

師等が保育を行うに当たつて、当該小規模保育事業所Ｂ型の保育士（前項ただし書の規定による支

援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

 

第３５条中「法第６条の３第１０項」の次に「第１号」を加える。 

 

第４４条第３項中「保健師又は看護師」を「看護師等」に改め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たつては、当該保育所型事業所内保育事業所に勤務する

特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等

が保育を行うに当たつては、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士（北海道が認定地方公共団

体である場合には、保育士又は北海道の区域に係る地域限定保育士をいい、附則第７条又は第８条

の規定により保育士とみなされる者を除く。次項において同じ。）による支援を受けることができる

体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護

師等が保育を行うに当たつて、当該保育所型事業所内保育事業所の保育士（前項ただし書の規定に

よる支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

 

第４７条第３項中「保健師又は看護師」を「看護師等」に改め、同条に次の２項を加える。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定に当たつては、当該小規模型事業所内保育事業所に勤務する

特定理学療法士等を、１人に限り、保育士とみなすことができる。ただし、当該特定理学療法士等

が保育を行うに当たつては、当該小規模型事業所内保育事業所の保育士（北海道が認定地方公共団

体である場合には、保育士又は北海道の区域に係る地域限定保育士をいう。次項において同じ。）に

よる支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

５ 前２項の規定により看護師等及び特定理学療法士等のいずれもが保育を行う場合には、当該看護

師等が保育を行うに当たつて、当該小規模型事業所内保育事業の保育士（前項ただし書の規定によ

る支援を行う保育士を除く。）による支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

 

第４８条中「と、同条第４号中「次号並びに第３３条第４号及び第５号」とあるのは「第４８条に

おいて準用する次号」と読み替えるもの」を削る。 

 

附則第３条中「事業者等（」の次に「満３歳以上限定小規模保育事業者及び」を加える。 

-41-



 

附則に次の見出し及び４条を加える。 

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係る特例） 

第６条 保育の需要に応ずるに足りる保育所、認定こども園（子ども・子育て支援法第２７条第１項

の確認を受けたものに限る。）又は家庭的保育事業等（満３歳以上限定小規模保育事業を除く。）が

不足していることに鑑み、当分の間、第２９条第２項各号又は第４４条第２項各号に定める数の合

計数が１となる時は、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保育士の数は１人以上とする

ことができる。ただし、配置される保育士の数が１人となる時は、当該保育士に加えて、保育士と

同等の知識及び経験を有すると町長が認める者を置かなければならない。 

第７条 前条の事情に鑑み、当分の間、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定する保育士の数の

算定については、幼稚園教諭若しくは小学校教諭又は養護教諭の普通免許状（教育職員免許法（昭

和２４年法律第１４７号第４条第２項に規定する普通免許状をいう。）を有する者を、保育士とみな

すことができる。 

第８条 附則第６条の事情に鑑み、当分の間、１日につき８時間を超えて開所する小規模保育事業所

Ａ型又は保育所型事業所内保育事業所（以下「小規模保育事業所Ａ型等」という。）において、開所

時間を通じて必要となる保育士の総数が当該小規模保育事業所Ａ型等に係る利用定員の総数に応じ

て置かなければならない保育士の数を超えるときは、第２９条第２項又は第４４条第２項に規定す

る保育士の数の算定については、保育士と同等の知識及び経験を有すると町長が認める者を、開所

時間を通じて必要となる保育士の総数から利用定員の総数に応じて置かなければならない保育士の

数を差し引いて得た数の範囲で、保育士とみなすことができる。 

第９条 前２条の規定を適用する時は、保育士（北海道が認定地方公共団体である場合には、保育士

又は北海道の区域に係る地域限定保育士をいい、第２９条第３項若しくは第４項若しくは第４４条

第３項若しくは第４項又は前２条の規定により保育士とみなされる者を除く。）を、前２条の規定の

適用がないものとした場合の第２９条第２項又は第４４条第２項により算定される保育士の数の３

分の２以上、置かなければならない。 

 

     

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１３条の改正規定は、令和８年１２月２５日から

施行する。    
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議案第３号 

 

令和８年度江差町一般会計補正予算（第７号）について 

 

令和８年度江差町一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、それぞれ１０１，６２３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳

出それぞれ８，１５９，５４０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分毎の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

令和８年９月９日提出 

 

江差町長 照井 誉之介 

 

   提案理由 

 令和８年度江差町一般会計補正予算の調整後に生じた事由に基づいて、既定の予算に追加する必要が

生じたことによる。 
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（単位：千円）

款 目 国庫支出金 道支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

総務費
財産管理
費

かもめ島入口町有地（姥神町1
番6）舗装等整備工事

2,860 2,860

総務費 諸費
令和７年度障害者自立支援給
付費道費負担金返還

5,325 5,325

総務費
統計調査
総務費

各種統計調査 0 0
人件費を
減し、物
件費を増

民生費
社会福祉
総務費

医療費助成システム改修（オン
ライン資格確認対応（ひとり親））

553 276 277

民生費
老人福祉
費

後期高齢者医療広域連合負担
金

▲ 8,846 ▲ 8,846

民生費
国民年金
事務費

国民年金システム改修（制度改
正対応）

1,227 1,227

民生費
障害者福
祉費

医療費助成システム改修（オン
ライン資格確認対応（重度））

553 276 277

民生費
障害者福
祉費

障害者福祉システム改修（オン
ライン資格確認対応）

687 343 344

民生費
児童福祉
総務費

物価高騰対応子育て支援保育
料助成事業

6,055 5,102 953

衛生費 予防費
医療費助成システム改修（オン
ライン資格確認対応（子ども））

553 276 277

衛生費
環境衛生
費

きれいなまちづくり推進 0 ▲ 8 8 財源更正

衛生費
環境衛生
費

再生可能エネルギー等活用基
金積立

1,600 1,600 0

農林水産
業費

農地費 農業競争力強化農地整備事業 4,688 4,600 88

農林水産
業費

水産業総
務費

海岸漂着物緊急対策事業 16,335 13,068 3,267

商工費
自然公園
管理費

海水浴場運営 0 1,700 100 ▲ 1,800 財源更正

土木費
道路維持
費

町道除雪対策 66,833 66,833

教育費
教育振興
費（中学
校）

物価高騰対応中学校修学旅行
費補助

1,914 1,600 314

教育費
体育施設
費

朝日町民体育館ストーブ取替 1,286 1,286

101,623 7,873 14,760 4,600 1,700 72,690計

令和８年度　一般会計補正予算構成表

科目
事業名 補正額

財源内訳
備考

-45-



第１表　歳入歳出予算補正
歳  入 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

10

13

14

16

18

20

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

道 支 出 金

寄 附 金

繰 越 金

町 債

 1

 2

 2

 1

 1

 1

地 方 交 付 税

国 庫 補 助 金

道 補 助 金

寄 附 金

繰 越 金

町 債

2,695,427

2,695,427

1,428,098

1,041,597

327,377

79,081

266,639

266,639

67,004

67,004

1,020,200

1,020,200

8,057,917

35,113

35,113

7,873

7,873

14,760

14,760

1,700

1,700

37,577

37,577

4,600

4,600

101,623

2,730,540

2,730,540

1,435,971

1,049,470

342,137

93,841

268,339

268,339

104,581

104,581

1,024,800

1,024,800

8,159,540
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歳  出 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 2

 3

 4

 6

 8

10

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

土 木 費

教 育 費

 1

 5

 1

 2

 1

 1

 3

 2

 3

 5

総 務 管 理 費

統 計 調 査 費

社 会 福 祉 費

児 童 福 祉 費

保 健 衛 生 費

農 業 費

水 産 業 費

道 路 橋 梁 費

中 学 校 費

保 健 体 育 費

3,086,039

3,027,219

811

1,708,880

1,292,773

416,107

546,693

546,693

248,483

170,153

38,170

601,193

296,962

682,179

66,375

158,717

8,057,917

8,185

8,185

0

229

△5,826

6,055

2,153

2,153

21,023

4,688

16,335

66,833

66,833

3,200

1,914

1,286

101,623

3,094,224

3,035,404

811

1,709,109

1,286,947

422,162

548,846

548,846

269,506

174,841

54,505

668,026

363,795

685,379

68,289

160,003

8,159,540
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（変更） 単位：千円

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

変
更
前

64,500 証書借入

5.0％以内
（ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、利
率の見直しを行った後におい
ては、当該見直し後の利率）

借入先の貸付条件による。た
だし、財政上の都合により償
還年限を短縮し、または低利
に借り換えることができる。

変
更
後

69,100 同上 同上 同上

第２表　地方債補正

起債の目的

農業競争力強
化農地整備事
業
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歳入歳出補正予算事項別明細書
（１）総括

（歳入）
単位：千円

款 　 計 　補 正 額補 正 前 の 額

歳 入 合 計

１０

１３

１４

１６

１８

２０

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

道 支 出 金

寄 附 金

繰 越 金

町 債

2,695,427

1,428,098

327,377

266,639

67,004

1,020,200

8,057,917

35,113

7,873

14,760

1,700

37,577

4,600

101,623

2,730,540

1,435,971

342,137

268,339

104,581

1,024,800

8,159,540
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（歳出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国道支出金

歳 出 合 計

　 計 　補正前の額 補 正 額

 2

 3

 4

 6

 7

 8

10

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

教 育 費

3,086,039

1,708,880

546,693

248,483

238,478

601,193

682,179

8,057,917

8,185

229

2,153

21,023

0

66,833

3,200

101,623

3,094,224

1,709,109

548,846

269,506

238,478

668,026

685,379

8,159,540

5,997

268

13,068

1,700

1,600

22,633

4,600

4,600

1,600

100

1,700

8,185

△5,768

285

3,355

△1,800

66,833

1,600

72,690

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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目

款

項

（２）歳入

補 正 前 の 額 補 正 額  計  

10 地方交付税                    

  1 地方交付税                   

   1 地方交付税

13 国庫支出金                    

  2 国庫補助金                   

   2 民生費国庫補助金

   3 衛生費国庫補助金

   7 教育費国庫補助金

14 道支出金                      

  2 道補助金                     

   2 衛生費道費補助金

16 寄附金                        

  1 寄附金                       

   1 寄附金

18 繰越金                        

  1 繰越金                       

   1 繰越金

20 町債                          

  1 町債                         

   4 農林水産業債

2,695,427

2,695,427

2,695,427

1,428,098

1,041,597

7,364

594

5,177

327,377

79,081

21,898

266,639

266,639

266,639

67,004

67,004

67,004

1,020,200

1,020,200

74,500

35,113

35,113

35,113

7,873

7,873

5,997

276

1,600

14,760

14,760

14,760

1,700

1,700

1,700

37,577

37,577

37,577

4,600

4,600

4,600

2,730,540

2,730,540

2,730,540

1,435,971

1,049,470

13,361

870

6,777

342,137

93,841

36,658

268,339

268,339

268,339

104,581

104,581

104,581

1,024,800

1,024,800

79,100
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 1 

 1 

 2 

 1 

 2 

 1 

 1 

 1 

 1 

地 方 交 付 税

社 会 福 祉 費 補 助 金

児 童 福 祉 費 補 助 金

保 健 衛 生 費 補 助 金

中 学 校 費 補 助 金

保 健 衛 生 費 補 助 金

寄 附 金

前 年 度 繰 越 金

農 業 債

35,113

895

5,102

276

1,600

14,760

1,700

37,577

4,600

普通交付税                            19,113
特別交付税                            16,000

医療費助成自治体システム改修等補助金        
　ひとり親医療　　　　　　　　　　　　　 276
　重度心身障害者医療　　　　　　　　　　 276
　障害者医療　　　　　　　　　　　　　　 343

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金      
　物価高騰対応子育て支援保育料助成          

医療費助成自治体システム改修等補助金        
　子ども医療                                

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金      
　物価高騰対応中学校修学旅行費補助          

北海道海岸漂着物地域対策推進事業補助金      
　海岸漂着物緊急対策　　　　　　　　　13,068
　海水浴場運営　　　　　　　　　　　　 1,700
　きれいなまちづくり推進　　　　　　　　 △8

指定寄附金                                  
　クリーンアップ等　　　　　　           100
　再生可能エネルギー                   1,600

農業競争力強化農地整備事業                  
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目

款

項 補 正 前 の 額 補 正 額  計  

     歳     入     合     計 8,057,917 101,623 8,159,540
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

（３）歳出

国道支出金

  

補正前の額

  

  

補 正 額

  

 計  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

 2 総務費         

  1 総務管理費    

   5 財産管理費

  10 諸費

  5 統計調査費    

   1 統計調査総務
     費           

 3 民生費         

  1 社会福祉費    

   1 社会福祉総務
     費           

   3 老人福祉費

   4 国民年金事務
     費           

   5 障害者福祉費

  2 児童福祉費    

   1 児童福祉総務
     費           

 4 衛生費         

  1 保健衛生費    

   2 予防費

   3 環境衛生費

 6 農林水産業費   

  1 農業費        

   4 農地費

3,086,039

3,027,219

58,140

12,569

811

811

1,708,880

1,292,773

137,032

528,318

167

576,801

416,107

214,724

546,693

546,693

52,290

40,894

248,483

170,153

120,469

8,185

8,185

2,860

5,325

0

0

229

△5,826

553

△8,846

1,227

1,240

6,055

6,055

2,153

2,153

553

1,600

21,023

4,688

4,688

3,094,224

3,035,404

61,000

17,894

811

811

1,709,109

1,286,947

137,585

519,472

1,394

578,041

422,162

220,779

548,846

548,846

52,843

42,494

269,506

174,841

125,157

5,997

895

276

619

5,102

5,102

268

268

276

△8

13,068 4,600

4,600

4,600

1,600

1,600

1,600

8,185

8,185

2,860

5,325

△5,768

△6,721

277

△8,846

1,227

621

953

953

285

285

277

8

3,355

88

88
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

14 

22 

 1 

 3 

10 

12 

18 

12 

12 

18 

12 

24 

18 

工 事 請 負 費

償 還 金 利 子 及 び 割 引 料

報 酬

職 員 手 当 等

需 用 費

委 託 料

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金

委 託 料

委 託 料

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金

委 託 料

積 立 金

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金

2,860

5,325

△79

△106

185

553

△8,846

1,227

1,240

6,055

553

1,600

4,688

かもめ島入口町有地（姥神町1番6）舗装等整備  

令和７年度障害者自立支援給付費道費負担金返還

各種統計調査員報酬                          

一般職                                      
　時間外勤務手当　　　　　　　　　　　　△57
会計年度任用職員                            
　時間外勤務手当　　　　                △49

消耗品費                                    

医療費助成システム改修                      
　オンライン資格確認対応（ひとり親医療）    

後期高齢者医療広域連合負担金                

国民年金システム改修（制度改正対応）        

医療費助成システム改修                      
　オンライン資格確認対応（重度医療）     553
　オンライン資格確認対応（障害者医療）   687

物価高騰対応子育て支援保育料助成            

医療費助成システム改修                      
　オンライン資格確認対応（子ども医療）      

再生可能エネルギー等活用基金積立            

北部基盤整備事業地元負担金                  
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

国道支出金

  

補正前の額

  

  

補 正 額

  

 計  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

  3 水産業費      

   1 水産業総務費

 7 商工費         

  1 商工費        

   7 自然公園管理
     費           

 8 土木費         

  2 道路橋梁費    

   2 道路維持費

10 教育費         

  3 中学校費      

   2 教育振興費

  5 保健体育費    

   2 体育施設費

　歳　出　合　計　

38,170

11,887

238,478

238,478

18,331

601,193

296,962

181,015

682,179

66,375

9,754

158,717

19,642

8,057,917

16,335

16,335

0

0

0

66,833

66,833

66,833

3,200

1,914

1,914

1,286

1,286

101,623

54,505

28,222

238,478

238,478

18,331

668,026

363,795

247,848

685,379

68,289

11,668

160,003

20,928

8,159,540

13,068

13,068

1,700

1,700

1,700

1,600

1,600

1,600

22,633 4,600

100

100

100

1,700

3,267

3,267

△1,800

△1,800

△1,800

66,833

66,833

66,833

1,600

314

314

1,286

1,286

72,690
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

12 

 2 

 3 

 4 

10 

12 

13 

18 

17 

委 託 料

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

需 用 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

負 担 金 補 助 及 び 交 付 金

備 品 購 入 費

16,335

2,490

5,015

417

15,200

41,295

2,416

1,914

1,286

海岸漂着物緊急対策（流木等処分）            

財源更正                      

会計年度任用職員                            

一般職                                      
　時間外勤務手当                         745
会計年度任用職員                            
　通勤手当　　　　　                      66
　時間外勤務手当　　　　　             4,204

会計年度任用職員                            
　共済組合負担金                            

消耗品費                              11,099
光熱水費                               3,701
修繕料                                   400

防雪柵設置委託                         3,474
町道除雪民間委託                      37,821

重機借上料                                  

物価高騰対応中学校修学旅行費補助            

朝日町民体育館ストーブ                      
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（４）給与費明細書
１．特別職

期末手当
（千円）

年間支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
8,129
4.65

5,563
2.525

8,129
4.65

5,563
2.53

２．一般職
（１）総括
　ア　会計年度任用職員以外の職員

報 酬 給 料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

98 408,201 292,332 700,533 139,876 840,409

688 688 688

98 408,201 293,020 701,221 139,876 841,097

扶養手当 寒冷地手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外手当 通勤手当 住居手当 児童手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10,070 8,349 96,548 74,600 12,867 26,678 2,898 6,535 6,720

688

10,070 8,349 96,548 74,600 12,867 27,366 2,898 6,535 6,720

宿直手当 特殊勤務手当 管理職員特別勤務手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円）

48 47,019

48 47,019

　イ　会計年度任用職員

報 酬 給 料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

100 103,683 115,438 66,609 285,730 54,189 339,919

3 2,490 4,221 6,711 417 7,128

103 103,683 117,928 70,830 292,441 54,606 347,047

扶養手当 寒冷地手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当 時間外手当 通勤手当 住居手当 児童手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

24,632 18,359 2,214 2,630 1,380

4,155 66

24,632 18,359 6,369 2,696 1,380

宿直手当 特殊勤務手当 管理職員特別勤務手当 退職手当組合負担金

（千円） （千円） （千円） （千円）

13,573

13,573

備　　　考

補 正 前

補 正 額

補 正 後

職

員

手

当

の

内

訳

区分

補 正 前

補 正 額

補 正 後

区 分

補 正 額

補 正 後

備　　　考

補 正 前

補 正 額

補 正 後

区 分
職員数

給 与 費
共済費 合　計

備　　考

職

員

手

当

の

内

訳

区分

補 正 前

補 正 額

補 正 後

区 分

補 正 後

区 分
職員数

給 与 費
共済費 合　計

備　　考

補 正 前

補 正 前

計 317 43,301 20,976 13,699

補 正 額

323 78,292 12,820

16,865

91,112

16,865 16,865

323 29,428 6,128 35,556

議 員 12 26,436 31,999 6,692

▲79

▲79 ▲79

補

正

後

長 等 3 20,976

計 ▲79

38,691

その他の特
別 職

302

議 員

補

正

額

長 等

その他の特
別 職

▲79

▲79

16,944

計 317 43,380 20,976 13,699 323 78,371 12,820 91,191

6,128 35,556

議 員 12 26,436 31,999 6,692 38,691

補

正

前

長 等 3 20,976 323 29,428

その他の特
別 職

302 16,944 16,944

区 分
職 員 数

給 与 費

共済費 合　計
報　酬 給　料 地域手当

寒冷地
手当

その他
の手当

計
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

職 員 手 当 688

給 与 改 定 に
伴 う 増 減 分

区　分
増減事由別内訳

688

給 料
昇 給 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

時間外勤務手当
各種統計調査　▲ 57
町道除雪対策　＋745

備　　　　考
（千円）

そ の 他 の
増 減 分

説　　　明
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(５)

単位：千円

当該年度中
起債見込額

当該年度中
償還見込額

１ 普通債 2,124,517 2,805,283 86,900 140,741 2,751,442

(4) 農林水産業債 29,656 25,706 4,600 3,694 26,612

補正前の額 5,710,367 6,325,654 1,020,200 531,416 6,814,438

補正額 4,600 0 4,600

補正後の額 5,710,367 6,325,654 1,024,800 531,416 6,819,038

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における
現在高の見込に関する調書

当 該 年 度 末
現在高見込額

合計

当該年度中増減見込額
区　　　　分

前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現在高見込額
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議案第４号 

 

令和８年度江差町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

令和８年度江差町介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、それぞれ２０，４１８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ１，２１５，７２２千円とし、保険事業勘定と介護サービス事業勘定に区分する。 

（保険事業勘定） 

第２条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額に、それぞれ２０，４１８千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ１，２１１，１１８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分毎の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正 保険事業勘定」による。 

 

令和８年９月９日提出 

 

江差町長 照井 誉之介 

 

   提案理由 

 令和８年度江差町介護保険特別会計予算の調整後に生じた事由に基づいて、既定の予算に追加をする

必要が生じたことによる。 
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（単位：千円）

款 目 国庫支出金 道支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

諸支出金 償還金
令和７年度介護給付費国庫
負担金返還

11,637 11,637

諸支出金 償還金
令和７年度介護給付費道費
負担金返還

1,137 1,137

諸支出金 償還金
令和７年度地域支援事業国
庫交付金返還

2,646 2,646

諸支出金 償還金
令和７年度地域支援事業道
費交付金返還

1,471 1,471

諸支出金 償還金
令和７年度社会保険診療報
酬支払基金介護給付費交付
金返還

1,928 1,928

諸支出金 償還金
令和７年度社会保険診療報
酬支払基金地域支援事業支
援交付金返還

1,599 1,599

20,418 20,418計

令和８年度　介護保険費特別会計　補正予算構成表

科目
事業名 補正額

財源内訳
備考
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第１表　歳入歳出予算補正　保険事業勘定
歳  入 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

 8繰 越 金

 1繰 越 金

500

500

1,190,700

20,418

20,418

20,418

20,918

20,918

1,211,118
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歳  出 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 5諸 支 出 金

 1過 年 度 還 付

500

500

1,190,700

20,418

20,418

20,418

20,918

20,918

1,211,118
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歳入歳出補正予算事項別明細書
（１）総括　保険事業勘定

（歳入）
単位：千円

款 　 計 　補 正 額補 正 前 の 額

歳 入 合 計

　８ 繰 越 金 500

1,190,700

20,418

20,418

20,918

1,211,118
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（歳出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国道支出金

歳 出 合 計

　 計 　補正前の額 補 正 額

 5諸 支 出 金 500

1,190,700

20,418

20,418

20,918

1,211,118 0 0 0

20,418

20,418

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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目

款

項

（２）歳入（保険事業勘定）

補 正 前 の 額 補 正 額  計  

 8 繰越金                        

  1 繰越金                       

   1 繰越金

     歳     入     合     計

500

500

500

1,190,700

20,418

20,418

20,418

20,418

20,918

20,918

20,918

1,211,118
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 1 繰 越 金 20,418前年度繰越金                                
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

（３）歳出（保険事業勘定）

国道支出金

  

補正前の額

  

  

補 正 額

  

 計  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

 5 諸支出金       

  1 過年度還付    

   2 償還金

　歳　出　合　計　

500

500

0

1,190,700

20,418

20,418

20,418

20,418

20,918

20,918

20,418

1,211,118 0 0 0

20,418

20,418

20,418

20,418
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

22 償 還 金 利 子 及 び 割 引 料 20,418 国庫返還金                                  
　令和７年度介護給付費　　　　　　    11,637
　令和７年度地域支援事業　　　　　　   2,646
道費返還金                                  
　令和７年度介護給付費　　　　　　     1,137
　令和７年度地域支援事業　　　　　　   1,471
社会保険診療報酬支払基金返還金              
　令和７年度介護給付費                 1,928
　令和７年度地域支援事業               1,599
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議案第５号 

 

令和８年度江差町公設地方卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）について 

 

令和８年度江差町公設地方卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、それぞれ３，７７０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ

れぞれ５３，２５５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分毎の金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和８年９月９日提出 

 

江差町長 照井 誉之介 

 

   提案理由 

 令和８年度江差町公設地方卸売市場事業特別会計予算の調整後に生じた事由に基づいて、既定の予算

に追加をする必要が生じたことによる。 

 

 

 

-75-



-76-



（単位：千円）

款 目 国庫支出金 道支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

諸支出金
一般会計
繰出金

一般会計繰出金（公設地方
卸売市場移転新築事業に係
る一般会計立替分）

3,770 3,770

3,770 3,770計

令和８年度　公設地方卸売市場事業特別会計　補正予算構成表

科目
事業名 補正額

財源内訳
備考
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第１表　歳入歳出予算補正
歳  入 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 入 合 計

 3諸 収 入

 2雑 入

45,547

39,547

49,485

3,770

3,770

3,770

49,317

43,317

53,255
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歳  出 単位：千円

款 項 補正前の額 補 正 額 　　計　　

歳 出 合 計

 2諸 支 出 金

 1繰 出 金

39,547

39,547

49,485

3,770

3,770

3,770

43,317

43,317

53,255
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歳入歳出補正予算事項別明細書
（１）総括

（歳入）
単位：千円

款 　 計 　補 正 額補 正 前 の 額

歳 入 合 計

　３ 諸 収 入 45,547

49,485

3,770

3,770

49,317

53,255
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（歳出）

款

地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

単位：千円

国道支出金

歳 出 合 計

　 計 　補正前の額 補 正 額

 2諸 支 出 金 39,547

49,485

3,770

3,770

43,317

53,255 0 0

3,770

3,770 0

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

一般財源
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目

款

項

（２）歳入

補 正 前 の 額 補 正 額  計  

 3 諸収入                        

  2 雑入                         

   1 雑入

     歳     入     合     計

45,547

39,547

39,547

49,485

3,770

3,770

3,770

3,770

49,317

43,317

43,317

53,255
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

 2 移 転 補 償 金 3,770物件移転補償金                              
　国道228号線かもめ島入口交差点改良工事     
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地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
一般財源

目

款

項

（３）歳出

国道支出金

  

補正前の額

  

  

補 正 額

  

 計  

補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

 2 諸支出金       

  1 繰出金        

   1 一般会計繰出
     金           

　歳　出　合　計　

39,547

39,547

39,547

49,485

3,770

3,770

3,770

3,770

43,317

43,317

43,317

53,255 0 0

3,770

3,770

3,770

3,770 0
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金 額区 分

説 明

節

単位：千円

27 繰 出 金 3,770 江差町公設地方卸売市場移転新築事業          
　令和７年度一般会計補填分の繰出            
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